様式第１号（第５条関係）
　年　　月　　日
富山県一般公衆浴場燃料価格高騰対策補助金年間使用量見込書
富山県知事
　　　　　　　　　　　（申請者）

法人又は代表者の住所：
法人名（法人でない場合は記入不要）：　　　　　　　　　　　　　
代表者氏名：　　　　　　                 

一般公衆浴場名：　
一般公衆浴場の住所：　　　　　　　　　　　　　　　
（法人又は代表者の住所と同じ場合は記入不要）
　　　　　　　　　　　　　 　　　　　　　　　　　　　
このことについて、富山県一般公衆浴場燃料価格高騰対策補助金交付要綱第５条第１項に基づき、以下のとおり、年間計画書を提出します。
１　燃料の年間使用量（見込み）
	燃料の
種類
	使用見込量（ℓ）

	重油
	R4.4.1～R4.9.30の使用見込量
	　　　　　　　　　　　　　　 ℓ

	
	R4.10.1～R5.3.31の使用見込量
	　　　　　　　　　　　　　　 ℓ

	
	計（年間）
	　　　　　　　　　　　　　　 ℓ

	灯油
	R4.4.1～R4.9.30の使用見込量
	　　　　　　　　　　　　　　 ℓ

	
	R4.10.1～R5.3.31の使用見込量
	 ℓ 

	
	計（年間）
	 ℓ 

	合計
	R4.4.1～R4.9.30の使用見込量
	 ℓ 

	
	R4.10.1～R5.3.31の使用見込量
	 ℓ 

	
	計（年間）
	 ℓ 


２　連絡先

	担当者

氏　名
	

	電　　話
	
	ＦＡＸ
	

	メールアドレス
	　　　　　　　　　　　　　＠


様式第２号（第６条関係）
年　　月　　日
富山県一般公衆浴場燃料価格高騰対策補助金交付申請書及び実績報告書
富山県知事
（申請者）

法人又は代表者の住所：
法人名（法人でない場合は記入不要）：　　　　　　　　　　　　　
代表者氏名：　　　　　　                 

一般公衆浴場名：
一般公衆浴場の住所：　　　　　　　　　　　　　
（法人又は代表者の住所と同じ場合は記入不要）
（担当者　　　　　　　　　TEL　　　　　　　　　）
富山県一般公衆浴場燃料価格高騰対策補助金の交付を受けたいので、要綱第６条に基づき関係書類を添えて申請するとともに、報告します。
記

１　交付申請額　　　　　　　　　　　　　　円
２　振込先

	金融機関
	　　　　　銀行・信用金庫・信用組合
　　　　　農協・その他（　　 　）　　　　　 　店

	預金種目
	普通・当座・（　　　　   　　 ）

	口座番号
	
	
	
	
	
	
	

	フリガナ
	

	口座名義
	


※補助金振込先は、申請者本人名義の口座に限ります。

※別途、補助金振込先の口座名義人（フリガナ）、金融機関名及び店名、預金の種類、口座番号が記載されている部分の通帳等の写しを添付してください。
様式第３号（第６条関係）
富山県一般公衆浴場燃料価格高騰対策補助金燃料購入実績表
所　　在　　地：　 　　　　　　　
一般公衆浴場名：                 
代 表 者 氏 名：　　　　　　　　 
	購入年月日
	重油・灯油の別
	燃料購入量（ℓ）
	備　考

	
	重油・灯油
	
	

	
	重油・灯油
	
	

	
	重油・灯油
	
	

	
	重油・灯油
	
	

	
	重油・灯油
	
	

	
	重油・灯油
	
	

	
	重油・灯油
	
	

	
	重油・灯油
	
	

	
	重油・灯油
	
	

	
	重油・灯油
	
	

	
	重油・灯油
	
	

	
	重油・灯油
	
	

	
	重油・灯油
	
	

	
	重油・灯油
	
	

	
	重油・灯油
	
	

	合計
	―
	ℓ(a)
	重油・灯油の合計量


※上記の燃料を購入したことがわかる書類（納品書、領収書等の写し）を添付してください。
合計使用量（a）　　　　　ℓ × 9.57円 × 1/3 ＝ 　　　　　　　　円（b）
（b）から千円未満を切り捨てた額　　　　　　　　　　　円（c）
様式第４号（第７条関係）

富山県指令生衛第　号

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　事業所住所

事業所名

富山県一般公衆浴場燃料価格高騰対策補助金の交付決定及び額の
確定について

令和　年　月　日付けで申請のあった富山県一般公衆浴場燃料価格高騰対策補助金については、富山県補助金等交付規則（以下、「規則」という。）第４条第１項の規定により、金　　　　　円を交付します。併せて規則第１３条の規定により交付額を金　　　　円に確定します。

令和　年　月　日

　　　　　　　　　　　　　　　　富山県知事  新　田　八　朗

　

規則第５条の規定により、知事が付する交付の条件は、次のとおりとします。
（１）補助金の交付決定を受けた者は、補助金に係る経理について収支を明確にした証拠書類を整備し、補助金の交付決定を受けた後、５年間保存しなければならない。

（２）知事は、規則第15条から第17条の定めるところにより、補助金の交付決定を受けた者の不正等を理由として、補助金の交付決定を取り消した場合において、既に補助金が交付されているときは、期限を定めて既に交付された補助金の返還を命じるものとする。

